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【手続補正書】
【提出日】平成22年5月28日(2010.5.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法であって、
Ｉ）ａ）少なくとも１つのポリイソシアネート１００当量％を、
　　ｂ）イソシアネート反応性基に基づき５０～９０当量％の、熱的に除去可能なブロッ
ク化剤、
　　ｃ）イソシアネート反応性基に基づき５～４５当量％の、親水性化剤としてのモノヒ
ドロキシカルボン酸、
　　ｄ）イソシアネート反応性基に基づき０～２５当量％の、親水性化剤としてのポリヒ
ドロキシカルボン酸、および
　　ｅ）イソシアネート反応性基に基づき０～１５当量％の、イソシアネート反応性基に
基づき少なくとも二官能性または多官能性であって、３２～３５０ｇ／ｍｏｌの分子量を
有する連鎖延長剤成分、
と反応させることによってブロックトポリウレタンプレポリマーを調製する工程であって
、ここで、
　　　ｉ）工程Ｉ）は、ＮＣＯ基に対して不活性で１２０℃（１０１３ｍｂａｒ）未満の
沸点を有する（部分的に）水混和性の有機溶媒を用いて行い、
　　　ii）成分ａ）～ｅ）および該有機溶媒は、反応溶液中のポリウレタンプレポリマー
が存在するような量で、反応完結後には７０～９８重量％の量で用い、
II）工程III）の前、工程III）の間または工程III）の後に、カルボン酸基を塩基で少な
くとも部分的に脱プロトン化する工程、
III）工程（Ｉ）で得たポリウレタンプレポリマー溶液を水中に分散する工程、および
IV）有機溶媒を完全に除去するために分散体を蒸留し、該蒸留を工程III）の間または工
程III）の後に行う工程、
を含んでなる、製造方法。
【請求項２】
　ブロック化剤は１Ｈ-ピラゾールである、請求項１に記載のブロックトポリウレタンプ
レポリマー分散体の製造方法。
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【請求項３】
　（部分的に）水混和性の有機溶媒は炭素数３～６の脂肪族ケトンである、請求項１に記
載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
【請求項４】
　工程IV）において、溶媒を分散体から除去して３重量％未満のレベルに下げる、請求項
１に記載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
【請求項５】
　請求項１に記載の製造方法によって得られる、ブロックトポリウレタンプレポリマー分
散体。
【請求項６】
　被覆組成物、接着剤、封止剤、およびエラストマーからなる群から選択され、請求項５
に記載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体を含んでなる組成物。
【請求項７】
　請求項５に記載の分散体を使用して得られる被覆物が付与された基材。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９２】
　本発明を、例示目的のために上記のように詳細に記載してきたが、その詳細は単にその
目的のためだけであって、請求の範囲によって限定され得ること以外は、本発明の精神お
よび範囲から逸脱することなく、当該分野における熟練者によって変更が成され得るもの
と解されるべきである。
　本明細書の当初の開示は、少なくとも下記の態様を包含する。
〔１〕ブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法であって、
Ｉ）ａ）少なくとも１つのポリイソシアネート１００当量％を、
　　ｂ）イソシアネート反応性基に基づき５０～９０当量％の、熱的に除去可能なブロッ
ク化剤、
　　ｃ）イソシアネート反応性基に基づき５～４５当量％の、親水性化剤としてのモノヒ
ドロキシカルボン酸、
　　ｄ）イソシアネート反応性基に基づき０～２５当量％の、親水性化剤としてのポリヒ
ドロキシカルボン酸、および
　　ｅ）イソシアネート反応性基に基づき０～１５当量％の、イソシアネート反応性基に
基づき少なくとも二官能性または多官能性であって、３２～３５０ｇ／ｍｏｌの分子量を
有する連鎖延長剤成分、
と反応させることによってブロックトポリウレタンプレポリマーを調製する工程であって
、ここで、
　　　ｉ）工程Ｉ）は、ＮＣＯ基に対して不活性で１２０℃（１０１３ｍｂａｒ）未満の
沸点を有する（部分的に）水混和性の有機溶媒を用いて行い、
　　　ii）成分ａ）～ｅ）および該有機溶媒は、反応溶液中のポリウレタンプレポリマー
が存在するような量で、反応完結後には７０～９８重量％の量で用い、
II）工程III）の前、工程III）の間または工程III）の後に、カルボン酸基を塩基で少な
くとも部分的に脱プロトン化する工程、
III）工程（Ｉ）で得たポリウレタンプレポリマー溶液を水中に分散する工程、および
IV）有機溶媒を完全に除去するために分散体を蒸留し、該蒸留を工程III）の間または工
程III）の後に行う工程、
を含んでなる、製造方法。
〔２〕ポリイソシアネートは、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシア
ネート、４，４’-ジイソシアナトジシクロヘキシルメタンおよびそれらの混合物からな
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る群から選択される化合物に基づくポリイソシアネートである、〔１〕に記載のブロック
トポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔３〕ブロック化剤は１Ｈ-ピラゾールである、請求項１に記載のブロックトポリウレタ
ンプレポリマー分散体の製造方法。
〔４〕モノヒドロキシカルボン酸はヒドロキシピバル酸である、〔１〕に記載のブロック
トポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔５〕ポリヒドロキシカルボン酸はジメチロールプロピオン酸である、〔１〕に記載のブ
ロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔６〕連鎖延長剤は、ブタン-１，４-ジオール、ブタン-１，３-ジオール、ヘキサン-１
，６-ジオール、トリメチロールプロパンおよびそれらの混合物からなる群から選択され
る、〔１〕に記載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔７〕（部分的に）水混和性の有機溶媒は炭素数３～６の脂肪族ケトンである、〔１〕に
記載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔８〕工程II）で使用する塩基は、２-アミノ-２-メチル-１-プロパノール、トリエチル
アミン、Ｎ，Ｎ’-ジメチルエタノールアミンおよびそれらの混合物からなる群から選択
される、〔１〕に記載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔９〕工程IV）において、溶媒を分散体から除去して３重量％未満のレベルに下げる、〔
１〕に記載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔１０〕イソシアネート成分Ｉ）ａ）と、成分Ｉ）ｂ），ｃ），ｄ）およびｅ）のイソシ
アネート反応性基の当量比は、１：０．５～１：１．７である、〔１〕に記載のブロック
トポリウレタンプレポリマー分散体の製造方法。
〔１１〕工程III）に先だって工程II）を行う、〔１〕に記載のブロックトポリウレタン
プレポリマー分散体の製造方法。
〔１２〕〔１〕に記載の製造方法によって得られる、ブロックトポリウレタンプレポリマ
ー分散体。
〔１３〕被覆組成物、接着剤、封止剤、およびエラストマーからなる群から選択され、〔
１２〕に記載のブロックトポリウレタンプレポリマー分散体を含んでなる組成物。
〔１４〕〔１２〕に記載の分散体を使用して得られる被覆物が付与された基材。
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